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論点に対する回答 

議  題 行政への入札・契約に関する手続 

省 庁 名 国土交通省（建設工事・測量） 

論  点 １．行政手続コスト 20％以上削減について 

① 経営事項審査に係る手続、競争参加資格申請に係る手続それぞれの、

行政手続コスト削減の進捗、今後の削減見込みについて、具体的・定量

的に御説明いただきたい。

その際、以下の取組については必ず御説明いただきたい。

・ 経営事項審査の申請に係る一部の書類について、申請者、許可行政庁

双方にとって過大な負担となっている申請書類の簡素化についての検

討結果と、電子申請化についての検討状況。

・ 中央公共工事契約制度運用連絡協議会における競争参加資格審査に係

る書類の様式統一化の進展状況とコスト削減効果（取組開始前の状況、

取組内容、取組を経た改善状況並びに今後の見込みについて、具体的

にお示しください）。

資料１－２ 
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【回  答】 

① ・経営事項審査の申請に係る書類簡素化の方針については、建設業者や

申請手続きを代行している行政書士へのアンケート及びヒアリングを行

い、特に作成負担の大きい書類を特定している。前回の会議にて報告させ

ていただいたが、経営事項審査にて提出する書類の作成には、一申請者あ

たり平均４時間２６分の行政手続コストがかかっている。申請者へ作業

時間の内訳を聞き取ったところ、作業時間の内５０％程度が工事経歴書

の作成、２５％程度が技術職員名簿の作成に時間を要しているとのこと

で、これら２つの書類を中心に簡素化について検討を行ってきたところ。 

  工事経歴書は申請者が一年間に受注した工事について、完工高の大きい

順に、合計の完工高の７割に達するまで記載された書類だが、その工事金

額の確認書類として地方整備局では現在、完工高上位５件分の工事の請負

契約書等の添付を求めている（２９業種全てについて経営事項審査を受審

するならば、エビデンス提出対象の工事は１４５件）。そこで、工事経歴

書の作成の作業負担を削減するために、提出対象とする範囲を上位３件と

する運用を検討している。この運用により、工事経歴書作成に係る作業時

間が４０％（５３分）削減可能となる。 

  また、技術職員名簿については、申請者が雇用する労働者のうち、技術

検定や技術士等、経営事項審査にて加点している資格を有する者を記載し

ていただいているところ、添付書類として合格証明書等試験に合格したこ

とを証する資料も提出を求めている。こうした資格保有の状況について

は、過去に虚偽申請も複数発生しているので、確認しないという運用は基

本的には困難だが、他方で、有効期限の定めがない資格を保有している者

については、毎年資料の提出を求めて確認を行う必要はないと思われるの

で、過去提出を受けていれば以降の提出は不要とする運用を考えている。

この運用によって、２５％（１６分）程度の作業時間の短縮に繋がるもの、

と申請者からヒアリングで聞いている。 

  以上、２つの対応によって、合計で約２６％（１時間９分）の行政手続

きコスト削減が期待できると考えている。 

 

また、電子申請システムについては、令和４年度より運用できるよう準

備しているところ。来年度は 5,300万円強の予算をいただいているので、

システムの構築に取りかかる予定。 
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・競争参加資格審査手続における申請者の負担の軽減、行政事務の合理

化等を図るため、平成１２年９月の中央公共工事契約制度運用連絡協議

会として申し合わせた統一様式（以下「統一様式」という。）を使用し運

用を行っていた。 

その後、新たに同連絡協議会に加入した一部の機関では、独自の様式を

使用するなど行っていたため、統一様式を使用するよう要請するととも

に、統一様式以外に別途追加書類を求めている機関については、追加書類

の必要性を再確認した上で、不要とする方向で検討するよう要請を行っ

た。 

その結果、平成３１年度より統一様式を使用するとともに、一部の機関

では追加書類を不要とした（約１０％（13,479時間）の短縮）。 

これ以外の引き続き追加書類を求めていた一部の機関においても、令

和２年１１月以降、追加書類を求めないこととする予定（約２２％

（28,403時間）の短縮）。 
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議  題 行政への入札・契約に関する手続 

省 庁 名 国土交通省（建設工事・測量） 

論  点 ２．提出資料簡素化の取組（簡易確認型） 

 

➁  簡易確認型（競争参加資格確認資料についてこれまで約 15 種類 70

枚程度提出していたが、簡易技術資料 1 枚の提出に改め、評価値を算

定する取組。具体的には評価値上位３者を落札候補者として競争参加

資格確認資料【詳細技術資料】の提出を求め、簡易技術資料の内容を確

認）について、これまでの取組と令和２年３月までの普及目標、現在の

普及状況について御説明いただきたい。また、最新の普及状況等を踏

まえ、今後の取組についてご説明いただきたい。 

 

② 競争参加資格における「簡易確認型」については、平成２８年度から一

部の整備局で試行をはじめ、令和元年度は全国１０地方整備局等（以下、

「地整」という。）のうち８地整で試行を実施。また、４地整において、

各地方整備局が毎年それぞれ作成をしている入札契約に関するガイドラ

インに、本格導入するための運用方法を規定している。 

  令和２年度については、試行の結果を踏まえ、すべての地整の同ガイド

ラインに、簡易確認型を本格導入するための運用方法が規定されるよう指

導をしていく。 
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議  題 行政への入札・契約に関する手続 

省 庁 名 国土交通省（建設工事・測量） 

論  点 ３．その他 

 

③ 地方における入札契約手続の簡素化に向けた取組について、「地域発注

者連絡協議会」を活用した情報共有等これまでの取組と成果、今後の取

組方針について御説明いただきたい。 

 

④ 競争参加資格申請のインターネット一元受付システム（H29年５月 25

日 第 16 回行政手続部会にて御説明いただいた。当時の利用者数は 23

機関）で申請を行えば、申請者へのメリットが大きい（希望機関への一

括申請や、前回申請時のデータ呼び出し等）とのことだったが、現在の

普及状況と今後の課題について御説明いただきたい 

③ 地域発注者協議会については、ブロック毎に国の機関や都道府県が中心

となる「協議会」と市区町村が中心となる「県部会」を組織しており、「品

確法に基づく発注関係事務の運用に関する指針（以下、運用指針）」に記

載されている内容や、それぞれの地域の実情に応じた課題について、議論

や情報共有を行っているところ。入札契約手続きの簡素化については、国

土交通省直轄の取組の紹介を行っている。 

令和２年１月に運用指針が改正されたことも踏まえ、引き続き、入札契

約手続の簡素化に向けた取組ついても積極的に情報共有を行っていく予

定。 

 

④ 競争参加資格申請のインターネット一元受付システムは、平成 10 年度

から国土交通省（旧建設省）にて運用を開始し、平成 16 年度からは、各

府省等も参加して申請窓口を一本化している。（計 23機関。利用率 97.5％） 

申請者へのメリット等を説明しつつ、インターネット一元受付への参加

について、引き続き働きかける。 

 

 


